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１ はじめに
事業承継税制の確立は，我が国の中小企業者，
商工会議所，法人会，経済産業省の長年の要望で
あった。円滑な事業承継は中小企業の重要な経営
課題であり，国民経済の視角からも大きな問題と
なっている。
事業承継に当たって，相続税の負担が大きく経
営を圧迫し事業用資産を売却し，廃業へ追い込ま
れる場合があり，地域の雇用が縮小し，日本経済
を支える中小企業の技術が喪失し，国際競争力を
失う状態に至ることとなるからである。
フランス，ドイツ，イギリスなど諸外国におい
ては事業承継を薦める制度があり，またカナダ，
オーストラリア，スイス等の諸国では相続税すら
なく１，税負担がないゆえ事業承継に有利な環境
であり，雇用を確保することで技術継承を行い，
そのことにより地域経済に貢献し国際競争力を強
化できるのである。
こうしたことから我が国においても相続税問題
への関心が高まり事業承継が厳しい状況となって
いる中小企業について，事業承継の一層の円滑化
を支援する観点から２００９（平成２１）年度税制改正に
より新たな事業承継税制が成立した。
この新しい事業承継税制は相続税法の仕組みの
中でいかなる位置にあり，政策税制といわれる事
業承継税制が相続税法の原則といかなる緊張関係
にあるのか，この税制は現行の課税方式から遺産
取得課税方式への移行と併せて議論されてきた。
この点を踏まえて本稿では現行の課税制度及び事
業承継税制の問題点を明らかにするとともに，今
後の課題などを提示する。
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２ 事業承継税制の背景と課題
２－１ 事業承継の意義
事業承継とは，企業の経営を現在の経営者から
後継者へ引き継ぐことである。事業承継には「経
営の承継と自社株式及び事業用資産の承継」２とい
う二つの側面がある。
事業承継には様々なスキームがあるが，事業を
承継する者が被相続人である先代オーナー経営者
の相続人であるか否かにより，相続内の事業承継
と相続外の事業承継に分類できる。相続内の事業
承継は法定相続によるもの，生前贈与及び遺言を
活用するもの，会社法を活用するもの，信託を活
用するものなどがある。また，相続外の事業承継
には株式譲渡，事業譲渡などによるMBO（Man-
agement Buy Out）を用いる方法があり現代版の
れん分けと称されている。
２－２ 事業承継税制の意義
次に事業承継税制の意義であるが，中小企業の
オーナー経営者が死亡し，その相続人が経営を引
き継ぐ場合に，自社株式や事業用資産に対する相
続税の負担を軽減し，事業承継を円滑に進める仕
組みである。
中小企業ではいわゆる所有と経営が分離されて
いないので，オーナー経営者に株式が集中する傾
向にあり，またオーナー経営者個人の所有する宅
地が事業用に使用されることもある。さらに事業
に関係するものであっても，個人名義の資産を親
族が引き継ぐ際には相続税が課税される。そして
税負担があまりに重く納税のために工場や敷地を
売らざるを得なくなるなど，事業承継が円滑に進
まない虞がある。
中小企業のうち大部分を占めるオーナー型企業
の事業承継にとって重要なことは，均分相続の制
度の下，被相続人であるオーナー経営者が所有す
る株式を，後継者以外の相続人の遺留分等に配慮
しつつも，会社経営の支配権を保ちながら，後継
者である次世代のオーナーに受け継がせることで
ある。
事業承継および事業承継税制は中小企業にかか
わる重大課題であり，非上場株式の取り扱いが特
に重要問題となる。そしてそれは，経営の承継と
自社株式及び事業用資産の承継という両面を含む
が，どちらをどのように，どんな理由で重視する
のか，により制度は変わる。
事業承継税制は，企業の承継，経営の承継を重
視したものであり，さらにこの税制は相続税法上
の措置である。
２－３ 事業承継の進み具合と背景
高度成長期に大量の経営者が創業し，事業を拡
大させ一定程度以上の財産を保有する企業となっ
たところ，昨今は多くの経営者が引退の時期を迎
えつつあるといわれ事業承継は国の中小企業政策
の重要な課題となった。
『中小企業白書』には我が国の中小企業の事業
承継の現状が記述されている３。今日の中小企業
は，年間２９万社の廃業のうち後継者不在を第一の
理由とする廃業が約７万社あり，雇用の喪失は毎
年２０万～３５万人に上ると推定される４。
もし事業承継が円滑に進めば地域経済の衰退を
防ぎ雇用確保に貢献するのである。それでは，今
日の中小企業は事業承継に積極的か，否，必ずし
も積極的でなく，進展していない。その理由は第
一に，事業者の収入が少ないことであり，事業者
の収入が雇用者年収を下回る現状である。第二に
後継者は会社の借入金の個人保証の引継ぎを金融
機関から求められる。第三に中小企業オーナーの
個人資産に占める事業用資産が金額ベースで３分
の２を占めている。相続税に関して６３．５％の経営
者が何らかの負担が生じると予想し，１１．２％の経
営者が５千万円以上の相続税負担が生じると予想
（株式会社の場合は１７．９％）している５。第四に，
その事業の将来性に不安があり，また後継者の力
量に不安がある。さらに，最近の２０年間で親子間
の承継割合は８０％程度から４０％程度まで大きく
減っており，親族内の承継割合も９０％強から６０％
強に減少している６。
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２－４ 制度改正前の問題点
２００８（平成２０）年及び２００９（平成２１）年に制度が改
正されたが，それまでどのような状態でいかなる
問題があったであろうか。それは，自社株式の譲
渡の問題，相続税負担の問題，遺留分減殺請求の
問題等々である７。
第一に，自社株式の譲渡の問題であるが，中小
企業においては，オーナー経営者を中心に同族関
係者が自社株の大部分を所有している場合が多い。
円滑に事業承継を進めるためには，早期に計画的
に，後継者を選定して，オーナーの持つ自社株式
を集中して譲り，後継者が経営者としての地位を
確実に保持できるようにしておく必要がある。自
社株式の譲渡は後継者に売却しても良いが，後継
者が負担する買入資金はどうするのか，あるいは
生前贈与する場合が多いであろうが贈与税の負担
は大きすぎるのでないか，などの問題がある。
第二に，相続税負担の問題がある。オーナー経
営者死亡により事業を承継したが，納税資金の負
担が大きく，事業用資産を売却することとなれば
事業継続が困難となり，雇用の確保もできず地域
産業の活性化にも繋がらない。自社株式の評価に
おいて，比較的大きな中小企業では類似業種比準
価格方式が採用されるが，利益を重視した計算方
法であるので，収益性の良い会社ほど不利になる
と考えられる。
第三に，遺留分減殺請求の問題もある。経営者
が生前贈与や遺言により後継者に自社株式や事業
用資産を承継させても，経営者の死亡後，他の相
続人は遺留分を侵された場合には，遺留分減殺請
求をすることができる。遺留分を巡る紛争が起こ
れば企業経営の安定性，継続性は脅かされること
となる。
３ 事業承継税制の位置づけ
３－１ 事業承継についての課税
事業承継は経営の承継と自社株式及び事業用資
産の承継という二つの側面があり，これらは密接
に結びついている。相続財産の承継において相続
税の負担が過大であれば納税資金負担で止むを得
ず自社株式及び事業用資産の売却等を迫られ事業
を継続的，安定的に維持運営することが困難にな
ることも考えられる。経営の承継には地域社会の
経済の活力を維持することや雇用を確保すること
など大きな効果が見込まれる。
「相続税は，人の死亡によって，財産が移転す
る機会を捉えて，当該財産に対して，課税される
租税である。相続税はもともと被相続人が生前に
形成した相当規模の財産が，相続によって特定の
相続人に偶発的に移転することに担税力を見出し
つつ，富の不当な集中を防止するために，課税を
とおして富の再配分を図ることをその正当化根拠
とするものといえる。相続税は一部の富者が集中
させた財産を，垂直的公平の観点から，課税をと
おして実質的に処分することを企図する実質的財
産税である」８といえる。しかしながら，事業承継
者（相続人）が相続税の納税のため承継した事業
用資産を売却せねばならないときには，売却した
がゆえに会社経営のみならず，生計も維持できな
い状態に陥るなら，これは大きな問題であり，社
会的経済的対策が講じられるべきである。
相続税は被相続人の死亡に伴い，課税を通して
実質的に財産を処分することを想定しているが，
社会的経済的要請は自社株式及び事業用資産の維
持並びに事業の承継を強く求めることとなる。相
続税のあり方と社会的経済的要請とは対立し緊張
関係にある。
政府は『２０１１（平成２３）年度税制改正大綱（２０１０
（平成２２年）１２月１６日）』９において，相続税の再分
配機能が低下しているので課税ベースの拡大を図
り，税率構造について見直すことで，再分配機能
を回復し，格差の固定化を防止する必要から，相
続税を広く課税しようという方向に向かっている。
そのため，事業承継税制は抑制される虞が出てく
る。また逆に，立法者が事業承継税制を政策的に
活用しようとするならば，重要な経済政策を税法
の面で支え，事業承継税制は重要性を増すことと
なる。
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３－２ 相続の根拠，相続税の根拠及び課税方式
相続の根拠はどこにあるのであろうか。相続の
根拠としては，まず第一に，被相続人の財産を配
偶者・子などに帰属させることにより安心して生
活できる基盤を保障するため１０であり，第二に，
被相続人の遺産は，その形成に当たって，さまざ
まな家族の協力がされているので，相続人たる家
族構成員の潜在的持分があり，これを相続という
形で具体化するためであり，第三に，被相続人の
権利義務の安定，取引の円滑性・安全性を保証す
るため１１などが考えられる。
これらの根拠のうち，相続税法上の問題として
は，相続人である配偶者・子の生活基盤の保障を
どう考えるのか，所定の額を課税対象から除外す
るのか。相続人に帰属していた潜在的持分の払い
戻し１２はどう考えるのか。一定部分を相続人固有
のものとして課税対象から外すのか。この場合，
承継した自社株式及び事業用資産のうち，その潜
在的持分については，これに課税すべきではない
と考えられる。
次に相続税の課税の根拠は何であろうか。「相
続税の課税の根拠として，①遺産の取得による担
税力，②富の再配分，③被相続人の生前所得の清
算課税，④資産の引継ぎの社会化などが挙げられ
る。」１３
課税の根拠と課税方式との関係でいえば，遺産
課税方式は，被相続人の生前所得の清算課税，資
産の引き継ぎの社会化という考え方と親和性を持
ち，遺産取得課税方式は遺産の取得による担税力
という考え方に親和性を持ち，富の集中排除とい
う趣旨にかなう１４。
我が国の相続税の課税方式は，法定相続分課税
方式とよばれ，遺産取得課税方式と遺産課税方式
を折衷したものである。我が国における課税の根
拠には種々あるが，２００７（平成１９）年１１月の税制調
査会『抜本的な税制改革に向けた基本的考え方』
は，「被相続人が生涯にわたり社会から受けた給
付に対応する負担を，死亡時に清算するという考
え方に立てば，相続税は遺産が相続されるそのと
きにその一部を社会に還元することによって，給
付と負担の調整に貢献できると考えられる」１５とし
ている。これは相続税が遺産税の性格を持つと述
べていると考えられるが，２００８（平成２０）年度の税
制改正にあたり，財務省の税制改正大綱１６は相続
税の課税方式を遺産取得課税方式に改めることを
検討するとしている。
相続税制の動向により事業承継税制のあり方は
大きな影響を受ける。相続税制について税制調査
会答申等では，基本的に相続税の大衆課税化，つ
まり増税の方向を示している。例えば２００２（平成
１４）年６月の政府税調答申『あるべき税制の構築
に向けた基本方針』１７によれば，経済のストック化
の進展により相続による資産移転の増加，社会保
障の充実により公的な負担の増加，高齢化の進展
による財産取得時期の遅れを前提として，より広
く税負担を求める必要性があるとしている。相続
税が大衆課税化の方向へ進む場合には，事業承継
税制は制約を受けることとなる。
２００８（平成２０）年１２月の『民主党税制抜本改革ア
クションプログラム』１８では，相続財産の一部を社
会に還元する観点から，遺産課税方式に転換する
ことを検討すべきとし，課税ベース・税率の見直
しについては，中堅資産家層の育成に配慮しつつ
相続人等の努力と無関係な大きな格差が固定化し
ないよう配慮すべきとしている。併せて，相続財
産の一部は社会保障給付が反映されているとも考
えられるので，相続税の税収を社会保障の財源と
することも検討すべきであるとしている。
なお，中小企業の事業承継税制については，現
実的な考慮から事業や雇用の継続を条件に，納税
猶予を適用することとしている。
さらに，今後の社会保障制度は高福祉高負担の
方向へ傾斜するであろうが，相続財産については，
社会的財産又は公的財産としての位置づけが強ま
ると考えられる。
以上のとおり，「資産の引継ぎの社会化の要請
が強まるとしても，その意味や方向性は必ずしも
明確でない」１９。被相続人によって蓄積された相当
額の財産について，相続を機にその一部を社会に
還元する事や格差拡大を制限する事を重視するの
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であれば事業承継税制の優遇措置は縮小の傾向が
強くなる。
３－３ 政策税制
『税制調査会 ２００２（平成１４）年度の税制改正に
関する答申（２００１（平成１３）年１２月１４日）』２０におい
て，「特定の資産の保有を誘導するインセンティ
ブとして相続税を活用することについては問題が
多い。相続税はすべての財産を平等に扱うことが
課税の公平上強く求められていること，…（中略）
…から，時々の政策手段として用いることにはな
じまず，その政策的な活用は適当でない。」２１との
考えが示されている。中小企業の事業承継につい
て更なる優遇措置が必要とも考えられるが，これ
については，「相続税の税率構造や課税ベースな
ど，幅広い見直しとの関連で検討していかねばな
らない。既存の優遇措置は，事業の円滑な承継を
通じて中小企業の活性化につながる点は認められ
るが，次のような問題点も存在する。
１）自ら起業する者と事業を承継する者との機会
均等 ２）次世代経営者の能力の如何を問わず事
業資産が移転され，資源配分の効率性を損なうこ
と ３）事業用資産を持たない給与所得者の相続
税負担とのバランス」２２と慎重であり批判的である。
事業承継税制は，政策税制であるといわれてい
る２３。政策税制であれば，憲法１４条１項に基づく
租税公平主義の原則から事業承継税制は制約を受
けるべきであり，事業承継税制による租税優遇措
置は，同じ条件である者が同じに取り扱われない
という点で担税力に即した課税がなされず，租税
公平主義つまり課税の公平の原則に反することと
なる。事業承継税制において後継者（相続人）に
は優遇措置が与えられるが，後継者以外の者には
なんらの優遇措置はない。さらに新規事業を起業
しようとする者との間で公平な取り扱いとなって
おらず，課税の公平の原則が貫かれているかどう
かの検証が必要である。
「政策税制としての事業承継税制は，その政策
目的の現実的妥当性，その達成度又は効果，他の
代替的手段との選択可能性，その措置によって失
われる課税の公平の内容，程度等を勘案して，絶
えず見直しを図る必要がある」２４といえる。
３－４ 諸外国の事業承継税制
諸外国の相続税において，事業承継円滑化の視
角から事業用資産の様々な相続税負担軽減措置の
特例がなされている。次に我が国と諸外国の事業
承継税制の概要を示すと以下の図表のようになる。
我が国においても相続税の軽減制度はあるが，
対象は宅地・農地等や非上場株式などに限定され
ており，事業用資産はあまり対象となっていな
かった。
これに対し諸外国とも事業用資産について，事
業承継を円滑に行うために相続税負担軽減措置を
設けている。対象は，個人事業や農業，非公開会
社等における事業用資産全体である。
４ 現行課税方式の問題点
事業承継税制は常に課税方式の検討と併せて論
じられてきた。ここで，現行の課税方式について
問題点を研究したい。現行の相続税の課税方式は，
「法定相続分課税方式２５」といわれ，我が国独自
の課税方式で遺産取得課税方式と遺産課税方式の
要素を組み入れているが，全く異なる性質の課税
方式の折衷であるので，様々な弊害が生じている。
あるべき課税方式を探っていくためにもこの課税
方式の問題点を検証し研究する必要がある。
４－１ 相続した額が同じで税負担が異なる場合
現行の基礎控除は遺産全体に対する基礎控除と
なっており，遺産を取得しない相続人も法定相続
人であれば基礎控除額に影響を与える。そのため，
基礎控除の算定及び税率適用に影響する養子の数
が制限されている。
現行の課税方式は，１９５８（昭和３３）年の改正で採
用された。法定相続分課税方式と呼ばれるが，多
くの問題がある。
特に相続によって取得した財産の額が同じで
あっても，遺産の額の大きさで相続税額が異なる
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という問題がある。これは現行の課税方式が法定
相続分課税方式，すなわち，民法の法定相続分に
より遺産分割したと仮定して相続税額の全体を計
算するからである。
例，１）甲は遺産額５００，０００，０００円のうち
６０，０００，０００円を相続し，残りは他の相続
人２名が相続した。
２）乙は遺産額１８０，０００，０００円を３人の相続
人と均等に相続した。相続金額は
６０，０００，０００円。
３）丙は遺産額６０，０００，０００円を単独で相続し
た。
相続税額を計算する。
甲の場合は，遺産額５００，０００，０００円から基礎控除
額８０，０００，０００円（５０，０００，０００円＋１０，０００，０００円×
３）を控除して課税遺産総額４２０，０００，０００円を法
定相続分で遺産分割したものとして税額計算し相
続税額総額を計算すると１１７，０００，０００円となり，
実際の取得額に応じて按分すると甲の税額は
１４，０４０，０００円となる。
次に乙は遺産額１８０，０００，０００円から基礎控除額
８０，０００，０００円（５０，０００，０００円＋１０，０００，０００円×
３）を控除して残り１００，０００，０００円を法定相続分
で遺産分割したものとして税率を乗じると相続税
額総額が１３，９９９，８００円となり乙の取得額に応じて
按分すると４，６６６，６００円となる。
最後に丙は遺産額６０，０００，０００円を単独で相続し
ており，基礎控除額６０，０００，０００円（５０，０００，０００円＋
１０，０００，０００円×１）を控除すると相続税額はゼロ
となる。
甲，乙，丙とも取得した財産の額は６０，０００，０００
円であるが，納付税額は違っている。相続税を納
付する者は取得した財産の額が同じなのに納付税
額が他人より高くなるという不公平を甘受せねば
ならない。これは遺産税的要素が計算過程に組み
込まれているからである。課税の公平は租税原則
図表１ 各国の事業承継税制の概要
アメリカ イギリス ドイツ フランス 日本
一定の要件を満た
す場合，事業用資産
に係る１３０万ドルま
での非課税措置（た
だし，統一税額控除
額を含む。）
この規定は，現在，
遺産税廃止法により
相続税の軽減が１３０
万ドル以上のため，
２００４年以降実質減税
効果なし。
事業用資産につい
て，事業用資産控除
が設けられている。
事業会社（個人事業
を含む）の事業用資
産や株式について
１００％（又は５０％）の
減額。相続前２年間
の保有要件があるが
相続後の継続保有要
件はない。
農業用資産につい
て，農業用資産控除
が設けられている。
事業用資産，農林
業用資産，家族関連
会社の持分を取得し
た場合，２２５，０００ユー
ロまでは非課税とな
る。これを超過する
部分については，更
に価格を３５％控除す
る。
（要件等）死亡に
よる取得又は生前贈
与による取得の場合
に限られ，取得者に
は５年間の継続保有
が要求される。
事業用資産，農林
業用資産，家族関連
会社の持分をクラス
２又は３に属するも
のが取得する場合に
は税額控除を用いた
調整により，これら
の財産に対して課税
クラス１の税率を適
用する。
事業会社（個人経
営も含む）の事業用
資産又は株式の相続
は７５％控除。
（要件等）事前に
被相続人が２年以上
の株式保有契約を他
の株主と締結し税務
当局に提出している
ことや，相続後４年
間の継続保有，相続
後３年以上の事業継
続などの要件がある。
従来は，６年間の
継続保有，５年以上
の事業継続が要件
だったが，改正によ
り２００７年９月２６日よ
り要件が緩和された。
特定事業用宅地の
８０％評価減
他の事業用宅地の
５０％評価減
農地等に係る相続
税の納税猶予
非上場株式の相続
税の納税猶予
一定の要件を満た
す場合，一定の相続
税額を納税猶予。５
年間の事業継続，雇
用８割維持など要件
あり。
参照 全国女性税理士連盟 第４２回 研究報告『財産と事業の承継』１５６頁（２００９年）
（補足）アメリカは２０１０年度のみ相続税廃止，翌年度から最高税率３５％控除額５００万ドルで相続税制は維持された。
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の根本である。取得する財産が同額であるのに，
遺産額の違いにより納付税額が違うという問題は
現行課税方式が水平的公平性に欠けるということ
である。
４－２ 相続財産の事後変動
上記の甲の例において，甲の納める相続税額は
１４，０４０，０００円であるが，他の共同相続人が遺産
１２０，０００，０００円を隠していたため遺産額の合計が
６２０，０００，０００円になったとする。これから基礎控
除額８０，０００，０００円を控除して，残りの５４０，０００，０００
円を法定相続分で遺産分割し，それぞれ税率を乗
じると相続税の総額が１６５，０００，０００円となり，こ
れを甲の実際の取得額（６０，０００，０００円）で按分す
ると税額は１５，９６７，７４２円となる。共同相続人の申
告漏れにより他の共同相続人である甲にも，遺産
取得額は変わっていないにもかかわらず追徴税額
が発生し，これに伴い加算税も付加されるのであ
る。これは現行課税方式が遺産額を基礎に課税す
るからである。遺産取得課税方式であれば新たに
財産を取得した相続人のみが修正申告等を行えば
よいこととなる。
図表２ 遺産額と税額（垂直的公平，水平的公平）
例１） （単位：円）
甲 A B 合 計
遺産額 ６０，０００，０００ ３００，０００，０００ １４０，０００，０００ ５００，０００，０００
基礎控除額 ５０，０００，０００＋１０，０００，０００×３＝８０，０００，０００ ８０，０００，０００
課税遺産総額 ５００，０００，０００－８０，０００，０００＝４２０，０００，０００ ４２０，０００，０００
相続税額総額 （１４０，０００，０００×４０％－１７，０００，０００）×３ １１７，０００，０００
各人の相続税額 １４，０４０，０００ ７０，２００，０００ ３２，７６０，０００ －
税額／遺産額 ０．２３４ ０．２３４ ０．２３４ －
※課税の垂直的公平が保証されていない。
（取得した財産の額は違うが，遺産額に対する税率は同じ。）
例２） （単位：円）
乙 C D 合 計
遺産額 ６０，０００，０００ ６０，０００，０００ ６０，０００，０００ １８０，０００，０００
基礎控除額 ５０，０００，０００＋１０，０００，０００×３＝８０，０００，０００ ８０，０００，０００
課税遺産総額 １８０，０００，０００－８０，０００，０００＝１００，０００，０００ １００，０００，０００
相続税額総額 （３３，３３３，０００×２０％－２，０００，０００）×３ １３，９９９，８００
各人の相続税額 ４，６６６，６００ ４，６６６，６００ ４，６６６，６００ －
税額／遺産額 ０．０７７ ０．０７７ ０．０７７ －
例３） （単位：円）
丙 － － 合 計
遺産額 ６０，０００，０００ － － ６０，０００，０００
基礎控除額 ５０，０００，０００＋１０，０００，０００×１＝６０，０００，０００ ６０，０００，０００
課税遺産総額 ０ － － ０
相続税額総額 ０ － － ０
各人の相続税額 ０ － － －
税額／遺産額 ０ － － －
※課税の水平的公平が保証されていない。
（甲，乙，丙は取得した財産の額が同一で税額が異なる。）
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４－３ 財産評価特例の効果
小規模宅地等の特例などを適用すると，法定相
続分課税方式では減額特例対象の財産は当該財産
を取得した相続人のみの税負担を軽減するのでな
く，全ての財産取得者に対して減額の効果の恩恵
が及ぶというのは不合理である。
遺産取得課税方式であれば，減額対象の財産を
取得した者のみが税負担を軽減されることとなる。
４－４ 遺産取得課税方式への移行の問題点
課税方式を現行の法定相続分課税方式から遺産
取得課税方式に改めた場合，ア．税額計算の基本
構造 イ．未分割での申告 ウ．仮想分割・仮想
未分割 エ．普通養子 オ．世代飛ばし カ．納
税地 などの検討項目がある。
また，遺産取得課税方式への移行については，
ア．基礎控除の額と課税ベース イ．相続財産全
体の把握 ウ．仮想遺産分割の誘発 エ．遺産分
割協議の停滞 という問題がある２６。
４－５ 遺産取得課税方式と事業承継税制
遺産取得課税方式への改正は，新しい事業承継
税制への対応として検討されてきたが，新税制は，
当初予定の課税価格減額方式から納税猶予方式へ
転換したため，現行方式の下でも事業承継人以外
には税負担の軽減は及ばない仕組みとなっており，
遺産取得課税方式への変更理由はなくなりつつあ
る。事業承継税制のあり方については，雇用確保
や経済活力の維持の観点から一層の配慮が必要と
いう意見がある一方，事業用資産を持たない者と
の課税の公平性や親族間の相続（世襲）による事
業承継を税制が支援する必要性があるかどうかの
吟味が必要と指摘されている２７。
５ 新しい事業承継税制
事業承継税制の成立は各種中小企業団体からの
要望や経済産業省及び中小企業庁の主導により推
進され，政府税調も本件をたびたび論じている。
すなわち，『税制調査会 抜本的な税制改革に
向けた基本的考え方』（２００７（平成１９）年１１月２０日）２８
において，事業承継税制はそれだけを検討するの
でなく，相続税制との関係の中で全体を見直して
検討を進めるべきであるとされている。
次に，２００８（平成２０）年度税制改正の要綱（２００８
（平成２０）年１月１１日閣議決定）２９では，相続税の課
税方式を現行の法定相続分課税方式から遺産取得
課税方式３０へ改正することの検討，格差固定化の
防止，老後扶養の社会化への対処などの課題を踏
まえて，相続税の総合的な見直しを検討すること
とされた。その後，『税制調査会 ２００９（平成２１）年
度の税制改正に関する答申』（２００８（平成２０）年１１
月）３１においては相続税の課税方式の見直し等につ
いては，国民の合意を得ながら議論を進める必要
があるとして継続的課題とされた。
２００８（平成２０）年度税制改正の要綱では，相続税
の納税猶予制度のみであったが，２００９（平成２１）年
度税制改正で成立した事業承継税制においては，
贈与税の納税猶予制度が創設された。
２００９（平成２１）年度税制改正で成立した事業承継
税制は，非上場株式等に係る相続税の納税猶予の
特例及び非上場株式等に係る贈与税の納税猶予の
特例である。
５－１ 非上場株式等に係る相続税の納税猶予の
特例３２
この特例を受けるためには，相続開始前に，中
小企業における経営の承継の円滑化に関する法律
（経営承継円滑化法という。）に基づき，会社が
計画的に事業承継の取り組みを進めていることに
ついて，経済産業大臣の確認を受けておかなけれ
ばならない。また，相続開始後に，経営承継円滑
化法に基づき，会社の要件，先代経営者（被相続
人）の要件及び後継者（相続人等）の要件を満た
していることについての経済産業大臣の認定を受
ける必要がある。
この特例は，経営承継円滑化法の認定を受けた
中小企業の後継者である相続人等（先代経営者の
親族である経営承継相続人等）が，相続等により，
経済産業大臣の認定を受ける中小企業者である非
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上場会社の株式又は出資（非上場株式等という）
を先代経営者である被相続人から取得し，その会
社を経営していく場合には，その経営承継相続人
等が納付すべき相続税のうちその非上場株式等
（相続前から経営承継相続人等が既に保有してい
た株式を含め，発行済株式総数の３分の２に達す
るまでの部分）に係る課税価格の８０％に対応する
相続税については，その経営承継相続人等の死亡
等の日まで，その納税を猶予するというものであ
る。
特例適用の手続としては，特例の適用を受ける
旨を記載した相続税申告書をその申告期限までに
所轄税務署長に提出するとともに，その申告書に
特例の適用を受ける非上場株式等の明細及び特例
分の相続税額の計算に関する明細など所定の事項
を記載した書類を添付しなければならない。
納税猶予分の相続税額（株式等納税猶予税額と
いう）は，納税猶予の対象となる非上場株式等の
みを相続するとした場合の相続税額から，その非
上場株式等の２０％のみを相続するとした場合の相
続税額を控除した残額をいう。経営承継相続人等
以外の相続人は，通常の計算方法で相続税額を算
出することとなる。この特例計算を適用すること
はできない。
この納税猶予が打切られ株式等納税猶予税額を
納付しなければならない主な場合は，第一に，経
営承継期間（５年間）内において，その後継者が
会社の代表権を失う等，認定の取り消し事由に該
当する事実が生じた場合であり，納税猶予税額の
全額を納付しなければならない。第二に，経営承
継期間（５年間）経過後において，特例非上場株
式等を譲渡等した場合である。譲渡等した株式数
の割合に対応する株式等納税猶予税額を納付しな
ければならない。いずれの場合も相続税の法定申
告期限からの利子税を併せて納付しなければなら
ない。
猶予税額の納付が免除される主な場合は，経営
承継相続人等が特例非上場株式等を死亡のときま
で保有し続けた場合や申告期限後５年を経過した
後に，特例非上場株式等を一定の親族に贈与し，
その親族が非上場株式等についての贈与税の納税
猶予の適用を受ける場合である。なお，免除を受
けるためには納税地の所轄税務署長に免除届出書
の提出が必要である。
なお，この適用を受ける場合には，納税猶予期
間中の継続届出書の提出が必要である。経営承継
期間（申告期限の翌日から５年間）内は１年ごと，
その後は３年ごとに税務署長に届出書を提出し納
税猶予の要件を継続して満たしていることを明確
にしなければならない。
納税猶予の適用を受けるためには，相続税申告
書の提出期限までに，相続等により取得した非上
場株式等が共同相続人等によって遺産分割されて
いなければならない。
さらに，納税猶予税額及び利子税の額に相当す
る担保を提供しなければならないが，特例の適用
を受ける非上場株式等の全てを担保として提供し
た場合には，納税猶予税額及び利子税の額に相当
する担保の提供があったものとみなす。
なお，この特例は平成２０年１０月１日以降の相続
等に係る相続税について遡及して適用される。
５－２ 非上場株式等に係る贈与税の納税猶予の
特例３３
この特例を受けるためには，相続税の納税猶予
制度と同様に経営承継円滑化法に基づいて会社が
計画的に事業承継の取り組みを進めていることに
関して経済産業大臣の確認を受ける必要がある。
また贈与後に同法に基づいて，会社の要件，先代
経営者（贈与者）の要件及び後継者（受贈者）の
要件を満たしていることについて経済産業大臣の
認定を受ける必要がある。これは非上場株式等に
係る相続税の納税猶予の特例と同様である。
この特例は中小企業の後継者（先代経営者の親
族である経営承継受贈者）が，その贈与者から贈
与により経済産業大臣の認定を受ける非上場会社
の保有株式等の全部（ただし，贈与した結果，後
継者の保有割合が贈与前から既にその後継者が保
有していたものを含め発行済み株式総数の３分の
２に達するまでの部分を上限とする。）を取得し，
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その会社を経営していく場合には，贈与者の死亡
の日まで，経営承継受贈者が納付すべき贈与税の
うち，その株式等（一定の部分に限る）に対応す
る贈与税の納税を猶予するというものである。
贈与税の納税猶予の特例は相続税の納税猶予の
特例を基礎としているが，相違している適用要件
等もある。経営承継受贈者は贈与時に２０歳以上で
あり，事業承継される会社の代表権を有している
こと，役員就任から３年以上経過していることな
どが要件とされている。
贈与者が死亡した場合には，贈与税の納税猶予
額は免除される。経営承継受贈者が贈与により取
得し納税猶予の対象となっていた非上場株式等は，
相続等により取得したものとみなし，贈与の時に
おける価額と他の相続財産とを合算して相続税を
計算する。
このとき，経営承継円滑化法による経済産業大
臣の確認を受けた場合等においては納付すべき相
続税について相続税の納税猶予の特例を適用する
ことができ，納税猶予分の相続税額は，相続税の
納税猶予を受けようとする株式等（特定相続非上
場株式等という）の価額をその贈与者に係る相続
税の課税価格とみなして計算した相続税額の８０％
である。
なお，この特例は，平成２１年４月１日以降の贈
与に係る贈与税について適用される。
６ 事業承継税制の検討と方向性
６－１ 事業承継税制の利用
事業承継税制に対して賛否両論があるが，最近
ではこの税制の必要性は広く認められている。事
業承継税制が成立する以上は，多くの中小企業者
にとって円滑な事業承継を進めるため広く利用さ
れるべきである。平成２３年３月末において大臣認
定は３８２件，大臣確認は１，８９９件３４であり，制度創
設から期間が経過していないが，今後広く利用さ
れていくと考えられる。
６－２ 制度改正への提言
２００９（平成２１）年度税制改正により成立した事業
承継税制によって，事業承継に関する税負担の問
題は前進したが，まだ問題点が残されている。第
一に，事業承継税制の対象企業の範囲が狭い。対
象となる企業は，中小企業基本法に規定する中小
企業者に限定されているが，事業承継税制の目的
は雇用を確保し技術の承継を図ることで地域経済
を活性化させ，日本経済の国際競争力を維持向上
させることであるならば，対象会社を全ての非上
場会社とすべきである３５。
第二に納税猶予制度の問題であるが，対象株式
の範囲が狭い。また納税猶予を課税価格の８０％に
限定している。相続税の納税猶予の対象を株主総
会の特別決議の要件を前提として，発行済議決権
株式等の総数の３分の２を限度とすることとして
いるため，実際に納税猶予の対象となるのは，そ
の５３％程度でしかない。中小企業者の場合には，
株式を経営者が１００％所有しているケースも多く，
この限度割合は外すべきである。また納税猶予を
課税価格の８０％と限定せずこれ以上の猶予を認め
るべきである。
第三に，後継者選定の柔軟化の問題がある。相
続外事業承継を考慮すべきである。近年は経営者
の親族が承継せず，親族外承継の割合が増加して
いる。少子高齢化社会の影響で親族以外のものが
承継する割合が増加し事業承継全体の３８％に及
ぶ３６。
事業承継税制の立法趣旨は，雇用の確保，技術
の伝承，地域経済の活力維持であるならば，会社
存続のために経営能力や事業意欲のある社員が親
族外承継をする場合などについては何らかの配慮
が必要である。中小企業における経営の承継の円
滑化に関する法律による金融支援は親族外承継で
も対象となるので，税制面においても救済できる
措置が必要である３７。
第四に，事業用資産に対する軽減措置を考慮す
べきである。諸外国の事業承継税制と比較すると
我が国ではまだまだ事業用資産に対する軽減等を
考慮する余地がある３８。
久米和夫・後藤次郎
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７ 終りに
事業承継税制は，中小企業の重大な経営問題で
ある事業承継を円滑に進めるため税制面で優遇す
るので，課税の公平性という観点から問題がある
のではないかという懸念がある。日本経済の低迷
の中，雇用を維持し地域経済を活性化することを
重視するのか，それとも税収の確保，富の再分配
という相続税本来の目的に重点を置くのかにより
事業承継税制の位置づけが変わる。
相続税は被相続人の死亡により財産を処分する
ことを存在理由としているが，事業の継続又は企
業の存続，それによる雇用の維持，地域経済の活
性化など別の価値によって制約されるべきではな
いか。従来の考え方では，相続税の課税を通した
富の再配分，人生の初期設定における平等といっ
た価値の実現を重視すべきであるという意見が強
い３９が，東北大震災以後の経済の悪化，経済復興
への強い要請，円高と国際競争力の低下など国難
といわれる状況に鑑み，地域経済の活性化，技術
の伝承，雇用の継続確保などを重視すべきであり，
ドイツ，イギリスなど諸外国と同様に事業承継を
相続税に優先させること４０が必要であり，事業承
継税制の強化が必要であると考えられる。
以上
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